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新型タバコの登場  

加熱式タバコは、2014 年 11 月フィリップモリス・ジ

ャパンがアイコスを販売して以来、ここ数年の間に日本に

おいて普及しつつある。アイコスの他にも JT のプルーム・

テック、ブリティッシュ・アメリカン・タバコのグローも

販売されるようになった。2003 年中国の薬剤師 Hon Lik

によって開発され実用化された電子タバコは、専用カート

リッジ内の液体（ニコチン、プロピレングリコール、植物

性グリセリン等）を熱して霧状化し、その微粒子のエアゾ

ールを吸引するのに対して、アイコスではプロピレングリ

コールに浸したタバコ葉を加熱ブレードで直接加熱して

エアゾールを発生させる。プルーム・テックでは、ニコチ

ンを含む液体を加熱して生じるエアゾールをタバコ葉の

詰まったカプセルを通す。グローでは、特別に加工したタ

バコ葉を加熱するが、アイコスでは加熱するホルダーと充

電するチャージャーとに分かれているのに対して加熱と

充電を 1 台のデバイスで行うことができる。このように同

じ加熱式タバコの中でも違いがある。 

日本ではニコチンを含む電子タバコは医薬品として規

制され、現時点で製造販売の認可を得たものはなく、個人

輸入の形でしか使用することができないのに対して、加熱

式タバコは、たばこ事業法のもとで「パイプたばこ」とし

て認可されている。フィリップモリス・ジャパンによると、

「2016 年 4 月にアイコスの全国販売を開始して以来、ア

イコスの販売台数は 300 万台を超え、アイコスに完全に移

行したユーザーは約 100 万人を達成しました。(2016 年

12 月現在) マールボロ・ヒートスティックのシェアは全

国で 7.6%、東京で約 9.5%を記録しています。(2017 年

1 月現在、小売販売ベース)」とのことである。 

電子タバコは英国や米国で広く普及し、その利害に関し

ての研究と熱い議論がなされてきた。しかし、加熱式タバ

コは、英米ではそれほど普及していないため検討はあまり

なされていない。加熱式タバコの利害に関する議論は、広

く普及しつつある日本でこそ行う必要がある。 

小論では、加熱式タバコに関してこれまで行われた研究

をレビューし、英国や米国などで実施された電子タバコに

関する研究や議論を参考にして、日本において今後新型タ

バコにどのように対応するべきか検討する。なお、2005

年 2 月 27 日に発効した WHO たばこ規制枠組み条約が

WHO 総会のコンセンサスで成立した 2003 年当時には新

型タバコはまだ登場しておらず、その主な規制対象は紙巻

きタバコであったこと、そして、”Smoking and Health 

1964”出版 50 周年を記念して 2014 年に出版された米国

公衆衛生長官の報告書 の主要な結論の９には、「米国にお

けるタバコ使用による死亡と疾病の負荷は、圧倒的に紙巻

きタバコやその他の燃焼性タバコ製品によってもたらさ

れたものであり、この使用の急速な除去により負荷は劇的

に低減する」と記述されていたことに留意することが必要

である。 

 

新型タバコに対する 2つの考え方 

喫煙者に対して、紙巻きタバコの、より害が少なくより

安全な代替として加熱式タバコを提示しこれを勧めると

するのがハームリダクションの立場である。日本では馴染

みがないが、注射薬物使用者において蔓延する HIV 感染を、

注射針交換プログラムやメタドンなどの経口薬物の処方

による予防対策が、英国などでは広く実施され成果を挙げ

ている。 

これに対して、「予防原則」（Precautionary principle）

は、「環境や人間の健康に危害をもたらすおそれのある活

動に対しては、一部の因果関係が科学的に完全に確立され



20 

 

てなくとも、予防措置が講じられるべきである」（ウイン

グスプレッド宣言、1998 年）とするもので、対策が遅れ

て被害が増大した事例として水俣病などの反省がある。喫

煙の害に関しても、日本では、1987 年になってようやく

厚生省編集の「たばこ白書」が出版され、公式に喫煙の害

が確認されたが、これは 1962 年の英国王立内科医学会の

報告書、1964 年の米国公衆衛生長官の報告書に 22-24 年

も遅れており、この間に喫煙による被害は大きく広がった

と考える。 

また、喫煙規制の取り組みへのタバコ会社によるこれま

での数々の干渉やフィルター付きタバコや低タール・低ニ

コチンタバコが低リスクだとするとするタバコ会社の嘘

（実際にはフィルター付きタバコの流行により肺腺がん

が増加し、低タール・低ニコチンタバコは、代償により喫

煙本数が増えたためリスクは減少しなかった）を思えば、

タバコ会社やタバコ会社の製品は信頼できないとするも

のが多いのも当然である。このため、フィリップモリスの

研究者によってアイコスは紙巻きタバコに比して毒性が

低いことが示されてはいるもののその結果は俄かには信

じられない。また、長期間の健康影響はまだ調査されてい

ない。このため、「予防原則」の立場からは、加熱式タバ

コを勧められないとする。 

なお、タバコ規制以外の分野において、英国では伝統的

にハームリダクションの考えに立った対策が講じられて

きたのに対して、米国ではハームリダクションの考えは受

け入れられず、予防原則の考えに立った対策が取られてき

たという事情がある。しかし、2017 年 7 月 28 日 FDA は

新しい声明をおこない、紙巻きタバコのニコチン量を減ら

して青少年が使用しても依存症に陥らないようにすると

ともに、電子タバコに対して厳しいと議論のあった

PreMarket Tobacco Applications (PMTA)と Modified 

Risk Tobacco(MRTP)の申請の提出期限を 2018 年 8 月 8

日から 2022 年 8 月 8 日まで延長するなどの緩和措置をと

る方針を示した。これによって、まだ喫煙していない青少

年が喫煙を開始しても依存症に陥らない一方、すでにニコ

チン依存症に陥っている成人喫煙者が害の少ない電子タ

バコにスイッチすることができるようになることが期待

される。米国においても、ハームリダクションの考えが受

け入れられつつあるとの印象を筆者はもっている。 

 

新型タバコの使用実態の把握 

日本における喫煙行動は、成人に関しては 1986 年から

国民健康栄養調査(以前は国民栄養調査)により、未成年者

に関しては 1996 年から厚生労働科学研究として調査が実

施されている。しかし、電子タバコや加熱式タバコに関す

る項目は設けられていないため、その使用実態を把握する

ことができない。加熱式タバコが普及した現時点では、国

民健康栄養調査や未成年に関する喫煙調査における喫煙

の項目において、加熱式タバコなど新型タバコの使用実態

も把握できるように、調査票を改定する必要がある。 

 

加熱式タバコ使用者への害 

アイコスの毒性評価に関しては、フィリップモリスの研

究者が実施した研究、すなわちアイコスのエアゾールと紙

巻タバコの主流煙との化学分析の比較や in vitro でのヒト

気管支上皮細胞への影響の研究などの一連の研究によっ

てアイコスのエアゾールは従来の紙巻きタバコの煙に比

して毒性が低いことが示されている１）。一方、Auer らは

タバコ会社とは独立して、アイコスのエアゾールを分析し

揮発性有機化合物や多環芳香族炭化水素が、紙巻タバコと

比較して濃度は低いながら存在することを示した２）。さら

に、最近、国立保健医療科学院の Bekki らは、アイコスの

「主流煙」から標準タバコと同程度のニコチンが検出され

たのに対して、TSNAs（タバコ特異的ニトロソアミン）の

濃度が 5 分の 1 程度にまで低減され、一酸化炭素も 100

分の 1 程度であったことを示した３）。 

また、フィリップモリスの研究者は、東京の病院(大崎

病院東京ハートセンター)で 160 人の日本人の成人喫煙者

を対象としたトライアルを実施し、紙巻きタバコからアイ

コスにスイッチしたものと従来の紙巻きタバコ継続使用

者、禁煙したものとにおける血液と尿を検査して、スイッ

チしたものでは 5 日後に FDA が示した Harmful and   

Potentially Harmful Constituents(有害および有害懸念

成分)のバイオマーカーが 49%～89% 低くなったことを

示した４）。これらの減少は 90 日後も維持され、禁煙した

ものとほぼ同様であった。また、TSNAs のバイオマーカ

ーである NNAL は 90 日後 77%低くなっていた。なお、

90 日後の喫煙衝動、喫煙満足度は、両者の間で差を認め

なかった。 

最近、英国の研究者 Stephens が、電子タバコと非燃焼
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加熱式タバコと紙巻きタバコの発がん能力(potency)を、

公表された各タバコからの放出物の化学分析データと

各々を吸入した場合のがんリスクデータとを用いて推定

した結果をタバコ会社とは独立して発表したが５）、その結

果は、平均生涯発がんリスクは、紙巻きタバコ 1 日 15 本

の場合は 2.4×10-2、非燃焼加熱式タバコ 1 日 15 スティ

ックの場合は 5.7×10-4、電子タバコ 1 日 30L では

9.5×10-5 で、加熱式タバコの平均生涯発がんリスクは、

電子タバコの発がんリスクよりは大きいが、紙巻きタバコ

に比して 2 桁近く少ないとするものであった。 

ただし、実際の死亡やがんのり患をエンドポイントとし

ての追跡調査を今から計画しておかなければならない。こ

のためには加熱式タバコ使用者を、紙巻きタバコの喫煙者

および非喫煙者を比較対照として、がん登録あるいは死亡

情報と照合して長期に追跡する体制を整えておくことが

必要である。このような研究は、タバコ会社に任せるので

はなく、厚生労働科学研究費のような国レベルの公的な研

究費で実施しなければならない。 

追跡調査の結果を得るには今後 10 年単位の時間を要す

るが、スヌース（moist snuff, 中に熱処理などをされたタ

バコ粉末が入っているティーバッグのようなものを上唇

と歯茎の間に入れて使用する）に関しては、「スウェーデ

ンの経験」がある６）。すなわち、男性においてスヌースが

広く使用されているスウェーデンでは男性の喫煙率と肺

がんなど喫煙関連疾患による死亡率が欧州の中で最も低

くなっており、2016 年の毎日喫煙率は男性で 8%、女性

で 10%、35-44 歳の男性では 5%であった。日本を含め

て、スウェーデン以外の国では、規制や社会風習の違いの

ためもあってスヌースは広まらなかった。ハームリダクシ

ョンが実際に効果を生じるためには、害の少ないものが

人々に受け入れられる必要があるが、加熱式タバコのアイ

コスはすでにタバコ全体のシェアの約10％を占めており、

この要件は満たしつつある。 

 

加熱式タバコによる禁煙効果 

2016 年に公表された電子タバコの禁煙効果に関するコ

クランレビュー７）では、2 つの RCT を統合してニコチン

を含む電子タバコではニコチンを含まないプラセボの電

子タバコに比して6か月間の禁煙成功率は有意に高いとす

る一方、ニコチンパッチと比較して禁煙成功率の有意差は

なかったとしていたが、これらの証拠としての質は各々低

い、あるいは非常に低いと評価されていた。これは参加者

数が少ないため禁煙成功の RR の推定値が不確かであるた

めである。また、これらの RCT で用いられた電子タバコ

は初期の、ニコチン量が十分に送達されないものであるの

で、新しい世代の電子タバコを用いての RCT が必要との

指摘もなされていた。このレビューに取り上げられたニュ

ージーランドの臨床試験では6か月後の禁煙割合は電子タ

バコ群で 7.3％（289 人中 21 人）、ニコチンパッチ群で

5.8％（295 人中 17 人）で、有意差はなかったものの電

子タバコがやや効果的と示唆する結果だった８）。現在、ニ

ュージーランドでは対象者数を増やして新たなトライア

ルを実施中である。 

加熱式タバコも、電子タバコと同様に禁煙効果を有する

と考えるが、加熱式タバコとニコチンパッチとを比較する

きちんとしたデザインの RCT を計画し実現して、効果を

確認することが必要である。 

 

加熱式タバコの gateway 効果 

電子タバコが紙巻きタバコの入口となるという

gateway 効果に関してもこれまで多くの議論がなされて

きた。青少年の電子タバコ使用状況別にその後の紙巻タバ

コの使用状況を調査した追跡調査は、これまでに4つある。

Leventhal ら９）は「ロサンジェルスの高校生ではベースラ

インで電子タバコを使用したことがあるものは使用した

ことがないものに比して、1 年後燃焼性タバコ使用を開始

するものが多い」と結論しているが、この研究に対しては、

電子タバコを1回だけ試したものを電子タバコ使用者とい

うべきではないし紙巻タバコを1本ふかしてみただけのも

のを喫煙者というべきではない、この研究は紙巻タバコと

電子タバコはリスキーなことを試みるのが好きな同じ種

類の人間をひきつけるということを確認したにすぎなく、

電子タバコ使用と燃焼性タバコ使用との関係は双方向で

あると考えるべきだとする、説得力のある批判がなされた

１０）。同様の批判は、他の研究にも当てはまると考える。 

2015 年の National Youth Tobacco Survey によると、高

校生の過去 30 日間におけるタバコ製品の使用は電子タバ

コが 16.0%、紙巻タバコが 9.3％で、タバコ製品合計では

25.3%であった。2011 年には各々1.5%、15.8%、24.2%

であった。このことは、紙巻タバコが電子タバコにとって
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かわられたことを示している。 

日本では、加熱式タバコはたばこ事業法のもとで紙巻き

タバコと同様の規制を受けているが、米国ではこれまで電

子タバコは一般消費財と位置付けられてきた。このため、

紙巻きタバコの CM は 1971 年から禁止されているが、電

子タバコの CM は可能であった。米国のテレビには、過去

の紙巻きタバコの CM を彷彿させるような電子タバコの

CM が多く流され、青少年もこの CM に暴露されていたこ

とが報告されている。 

これらを総合すると、加熱式タバコが日本の青少年に対

し喫煙の gateway になるとは考えにくい。 

 

社会全体への害と利益 

以上を総合すると、加熱式タバコは、紙巻きタバコの喫

煙者に対してより害の少ない代替となる一方、青少年に対

して喫煙への入口となることは考えにくいので、社会全体

としては害よりも利益の方が大きいと筆者は考える。公的

機関による加熱式タバコの使用実態の把握、加熱式タバコ

の害に関する調査研究を実施することは必要であるが、加

熱式タバコの利害に関するきちんとしたエビデンスがま

だないからとしてその普及を妨げることは、はるかに有害

な紙巻きタバコを温存するだけで社会全体としては害の

方がはるかに大きい結果となる。ただし、紙巻きタバコか

ら加熱式タバコへの完全なスイッチではなく、紙巻きタバ

コと加熱式タバコとの併用の場合は、害は低減しないこと

に留意する必要がある。Doll and Peto１１）によると、肺

がん罹患リスクは、喫煙期間の 4～5 乗、1 日喫煙本数の 2

乗程度で推定されるとしており、1 日喫煙本数よりも喫煙

期間のほうがはるかに重要な要因であるとしている。従っ

て、加熱式タバコを使用しながら紙巻きタバコの本数を減

らして使用し続ける２重使用者の場合の肺がんリスクは

大きくは減少しないと考えられる。 

また、紙巻きタバコから加熱式タバコへのスイッチはゴ

ールではなく一つのステップであり、ゴールはあくまで

「タバコのない社会」の実現である。加熱式タバコをやめ

るための支援方法の開発と普及が次の課題である。なお、

喫煙が禁じられている屋内では、加熱式タバコの使用も禁

止するべきであると筆者は考える。加熱式タバコ使用者が

吐出するエアゾールの有害成分は紙巻きタバコよりもは

るかに少ないがゼロではないため、ここでは予防原則を適

用するのが適切である。 
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